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平成21年度計画に対する取組ポイント  

1 はじめに   

日本年金機構（以下「機構」という。）は、公的年金業務の適正な運営とお客様  

の信頼の確保を図るために、社会保険庁を廃止し、公的年金業務の運営を行う組  

織として平成22年1月1日に設立された公法人です。   

当機構は、日本年金機構法（平成19年法律第109号）に基づき、国（厚生労働大  

臣）から重任・委託を受け、公的年金に係る一連の運営業務（適用・徴収・記録  

管理・相談・年金給付などに関する事務）を担っており、「お客様である国民の皆  

様からの意見を反映しつつ、提供するサービスの質の向上を図るとともに、業務  

運営の効率化並びに業務運営における公正性及び透明性の確保に努めること」を  

基本理念として、業務に当たっています。   

機構が行うべき業務については、厚生労働大臣が定め、機構に指示した中期目  

標（平成22年1月1日から26年3月31日までの4年3か月間において機構が達成すべき  

業務運営に関する目標）に基づき、中期計画を策定しており、平成21年度におい  

ては、中期計画に基づき策定した平成22年1月1日から3月31日までの年度計画に基  

づき実施しました。   

年金記録問題の解決を始め、公的年金制度の業務運営に対するお客様の信頼を  

回復していくことを最大の使命として、「全てはお客様のために」というサービス  

の原点に立って、職員が一丸となって取組を進めました。  

2 年金記録問題への対応   

年金記鱒問題の解決に向けた取組については、機構の最重要課題として取り組   

みました。また、この取組を計画的に進めるため、ねんきん特別便やねんきん定  

期便の処理、年金額の再計算に要する期間の短縮等に係る具体的な目標を盛り込   

んだ「年金記録問題への対応の実施計画（エ程表）」を取りまとめ、平成22年3月2   

9E‖こ公表しました。   

平成21年度においては、以下のような取組を推進しました。  

① 現在、国民の皆様にお送りした「ねんきん特別便」、「ねんきん定期便」等に   

関し、ご本人から申出のあった記録の調査等を行い、基礎年金番号に統合され   

ていない記録（以下「末続合記録」という。）の解明・統合を進めています。そ   
の結果、平成18年6月に5，095万件あった末続合記録のうち、r既に統合済みの記   

録」は、平成19年12月時点の310万件から平成22年3月時点においては1，403万件   

に増加し、「統合済みの記録」「一定の解明がなされた記録」「解明作業が進展中   

の記録」を除いた「今後、更に解明を進める記録」は、平成19年12月時点の2，4  
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45万件から平成22年3月時点においては995万件まで減少しました。  

② 旧社会保険庁において平成19年12月から20年10月までの間に送付したねんき   

ん特別便（全ての受給者・加入者約1億9百万人に送付）については、平成22年3   

月26日現在で約8，0糾万人から回答（特別便の未回答看でねんきん定期便で回答   

をいただいた方を含む）をいただき、このうち、約97％の方（約7．859万人）の   

年金記録の確認作業が完了しました。  

③ コンピュータ上で管理されている年金記録を正確なものとするため、紙台帳   

等で管理されていた記録の内容とコンピュータ記録との突合せを行うこととし、   

そのために必要となる紙台帳検索システム（年金記録情報総合管理・照合シス   

テム）の構築に向け、紙台帳の電子画像化、アプリケーションソフトの開発、   

機器の整備等を進めました。また、紙台帳とコンピュータ記録の突合せ作業に   

ついては、今後、平成22年秋頃までに開始することとし、そのために必要とな   

る突合せ作業マニュアルの策定や突合せ業務の外部委託の調達に向けた手続き   

等の準備を進めました。  

④ 被保険者記録の訂正に伴い必要となる年金額の再計算等の迅速な処理を行う   

ため、事務処理体制の強化を図りました。その結果、平成22年3月末時点で、再   

裁定の処理期間については2．3か月、時効特例給付の処理期間については2．9か   

月となっています。  

⑤ 平成21年12月より厚生年金受給者等に対し、「厚生年金加入記録のお知らせ」   

を送付を開始し、標準報酬を含む年金記録に関する情報の提供を行いました。（平   

成22年3月未までに約920万人へ送付。最終的には、平成22年11月までに、 

年金受給者等（約2．800万人）に送付予定。）  

3 国民年金、厚生年金保険等の適用・徴収、年金給付・相談の取組状況  

く1）国民年金の適用促進、保険料納付率の向上  

国民年金の適用（加入手続き）の促進については、住民基本台帳ネットワー   

クシステムにより把握した全ての20歳到達者について、加入の届出勧奨を行う   

とともに、勧奨を行ってもなお届出がなされない場合には、年金手帳を送付し、   

第1号被保険者としての資格取得等の手続きを行いました。（平成21年度末現在   

第1号被保険者数1．985万人）  

また、国民年金保険料の収納については、①国民年金保険料の未納期間（現   

年度のみ）を有する者に対し、納付勧奨のチラシを同封した1か月単位の分割納   

付書を送付し、納付督励を実施②保険料の負担能力がありながら、納付義務を   

果たさない未納者に対し、強制徴収による厳格な対応を実施（平成21年度最終   

催告状送付件数17．131件、督促状送付件数10．061件、差押件数3，092件）③資格   

取得時における口座振替勧奨、ダイレクトメールによる勧奨（平成21年虎口座  
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振替勧奨DM送付件数133万件）等による口座振替の推進④市町村から提供され  

る所得情報に基づく免除等申請勧奨の実施に重点的に取り頼みました。   

なお、納付督励業務については全ての年金事務所において、免除勧奨業務に  

ついては127か所の年金事務所において、市場化テスト受託事業者により実施し  

ましたが、事業実績に関する要求水準は達成できていない状況です。その要因  

として、低コストの電話督励が中心的な手法となり、戸別訪問の実施が委託前  

と比べて大幅に減少していること等が考えられます。   

このため、平成22年10月に更改が予定されている185か所の年金事務所に係る  

業務の委託に当たって、入札方式や実施要項の見直しを行うとともに、受託事  

業者との情報交換や連携強化に取り細んでいく方針としています。   

また、納めやすい環境づくりとして、コンビニエンスストアでの納付、イン  

ターネットや携帯電話などによる電子納付、クレジットカードによる納付方法  

について、納付書の裏面への記載や同封リーフレット等により納付方法の周知  

を図り、その利用促進に努めました。（平成21年度のコンビニエンスストアでの  

納付1，107万件、インターネットや携帯電話等の電子納付42万件、クレジットカ  

ードによる納付78万件）  

（2）厚生年金保険■健康保険†船員保険等の適用促進、徴収対策の推進  

未適用事業所等の把握及び適用（加入手続き）の促進については、旧社会保   

険庁における取組を継続し、①民間委託による適用勧奨②機構職員による重点   

的な加入指導や認定による加入手続き等を実施しました。  

これらの取組による実績については、前年度と概ね同程度の水準となってい   

ますが、年金記録問題への対応を優先したこと等から、中期計画の当面の目標   

である「社会保険庁における平成18年魔の実績水準」を大きく下回っており、   

未適用事業所の解消に向けて、一層の努力を要する状況となっています。  

なお、平成22年3月末現在で、機構が未適用事業所として把握している事業所   

数は、111，990事業所となっています。  

《職員の戸別訪問による重点的な加入指導事業所数   

1，652事業所（20年度） → 3．390事業所（21年度）  

・適用促進対策を講じた結果、適用した事業所数   

3，381事業所（20年度） → 3．139事業所（21年度）  

・うち認定による加入手続き（いわゆる職権適用）実施数  

21事業所（20年度） →  34事業所（21年度）  

■事業所調査件数   

45，933事業所（20年度） → 47．402事業所（21年度）  
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保険料の徴収対策の推進については、納付期限内の納入を確実なものとするた  

め、各事業所に対する口座振替による保険料納付の促進に努めましたが、厳しい経  

済状況の下で、口座振替を辞退する事業所が増加し、平成21年度未口座振替実施率  

は81．2％となり、前年度の実績（81．9％）を下回りました。   

滞納事業所に対する納付指導及び滞納処分については、口座振替不能となった事  

業所に対して電話による納付督励を実施、督促指定期限までに納付されない事業所  

には来所通知書による呼出徴収、来所に応じない事業所については臨場し納付督励  

を実施するなど確実な徴収と滞納防止に努吟ました。また、長期暮大口滞納事業所を  

含めた納付困難事案等に対しては、金融機関に預貯金、取引先事業所及び不動産等  

の財産調査を行い、差押予告通知等による納付督励に努め、納付計画を示さない事  

業所に対しては、差押えの実施による確実な滞納整理に努めました。   

しかし、厳しい経済情勢の下で滞納事業所数が大幅に増加したこと等から、厚生年  

金保険の保険料収納率についても、平成21年度においては98．0％となり、平成20年度  

実績98．4％を下回ることとなりました。  

（3）迅速かつ正確な年金給付の実施  

年金請求書を受け付けてから年金が決定され、年金証書が請求者に届くまで   

の標準的な所要日数をサービススタンダードとして設定し、迅速な決定、年金   

のお支払いに取り組んでいます。  

平成21年度の達成状況は、老齢基礎・老齢厚生年金、遺族基礎・遺族厚生年   

金について、加入状況の再確認を要する場合は60％後半～80％半ばとなってい   

ますが、加入状況の再確認を要しない場合は30％前半～40％後半と低い達成率   

となっています。また、障害基礎年金は80％以上となっていますが、障害厚生   

年金は10％と極めて低い達成率にとどまっています。  

サービススタンダード達成率が低調な原因としては、年金記録問題への対応   

を優先したことによる影響、設立当初の混乱、受給者の増加等が考えられます   

が、地域の実情に応じて事務センター等の処理体制の見直しを行うなど、達成   

率の改善に向けた取組を進めています。特に、障害厚生年金について、審査体   

制強化を進めています。  

旧社会保険庁において、平成21年12月18日から24日にかけて、社会保険オン   

ラインシステム上の記録では25年の受給資格期間を満たさない方（約50万件）   

に対して、合算対象期間（カラ期間）の有無などについての注意喚起を行い、   

併せて任意加入制度の周知を図るためのお知らせ（「年金加入期間に関するお知   

らせ」）を送付しました。  

この「お知らせ」の送付対象者については、機構設立後において、年金相談   

や年金の決定の状況についてフォローアップを行っており、10，039人の方につ   

いて年金の決定を行いました。  
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